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➢開示情報の拡大 （５条・６条）

不開示情報規定及び部分開示規定を見直し、開示情報を拡大。

（例）不開示情報から、「公にしないとの条件で任意に提供された」法人情報、「不当に国民の間に混乱を生じさせるおそれがある」審

議情報を削除、国・公共の安全情報の厳格化等。

➢情報提供制度の充実 （２５条）

情報公開制度が「国民の知る権利」を保障する観点から定められたものであることを明示（１条）するとともに、同制度を「国民の

知る権利」の保障にふさわしい充実した内容に改正

より多く

情報公開法改正の概要

※ 施行期日：法の公布から２年以内で政令で定める日

より早く

より簡易に

より確実に

➢開示決定等の期限の短縮 （１０条）

開示請求から開示決定等までの期限を「３０日」から「行政機関の休日を除き１４日」に短縮。

➢不開示決定のみなし規定 （１０条・１１条）
期限内に開示決定等がされない場合には、請求者が不開示決定がされたものとみなすことができることとし、直ちに不服申立てや情報公開

訴訟を行うことを可能にする。
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➢手数料の見直し （１６条）

開示請求手数料を原則として廃止等。

[内閣総理大臣のリーダーシップの発揮・事後救済制度の強化]
➢内閣総理大臣の権限強化を通じた不服申立ての迅速化と実効性向上 （１８条、２１条、２７条、２８条）

不服申立てについて、情報公開・個人情報保護審査会へ諮問するまでの期間が９０日を超えた場合、その理由の内閣総理大臣への報告
義務を課して処理の迅速化を図るとともに、内閣総理大臣の勧告制度の導入など、内閣総理大臣の権限を強化し実効性を向上。

➢情報公開法の移管（総務省→内閣府） （内閣府設置法４条・６８条、総務省設置法２５条）

➢情報公開訴訟の抜本的強化 （２２条・２３条・２４条）
・原告の普通裁判籍所在地の地方裁判所に提起することを可能にする。（高裁所在地（８カ所）→すべての地裁（５０カ所））
・裁判所が、行政機関の長等に対し、対象文書に記録されている情報の内容等を分類・整理した資料（ヴォ―ン・インデックス）の作成及び

提出を求める手続を導入。
・裁判所が、当事者を立ち会わせずに行う対象文書についての証拠調べ（イ ンカメラ審理）手続を導入。

➢不開示決定における理由付記 （９条）

不開示決定の通知に、その根拠条項及び理由をできる限り具体的に記載。より明確に


